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たくさんの皆さんのご参加をお待ちしております！ 



 

 

 
人事院勧告期に向けて、 

国国家家公公務務員員給給与与削削減減案案がが合合意意さされれるる  
～最大で 10%引下げを受け入れ、地方公務員への波及が懸念される～ 

 

●経過 
 大震災後の、人事院勧告制度下において極めて異例といえる国家公務員給与削減の提案に対して、公務委員連絡

会は 5月 23日に片山総務大臣と最終交渉を行い、「地方公務員の給与は、国と同様を前提とした財政措置を行って

地方を追い込むようなことはしない」等の回答を受け、公務員連絡会は削減原資は復興財源に活用されることを大

前提としたうえで、「今後、労働基本権が付与され、労使交渉によって公務員労働者の適切な賃金・労働条件を自律

的に決定することを強く確信し、今回の給与引下げ措置を受ける」として最終決着となりました。 

 

国家公務員給与削減案の主な内容 

１ 俸給月額 

 ①本省課室長相当職員以上（指定職、行（一）7～10 級）▲10％ 

 ②本省課長補佐・係長相当職員（行（一）3～6 級）   ▲ 8％ 

 ③係員（行（一）1～2 級）              ▲ 5％ 

２ 俸給の特別調整額（管理職手当） 一律▲10％ 

３ 期末手当及び勤勉手当      一律▲10％ 

４ 委員、顧問、参与等の日当    一律▲10％ 
 

 

●自治労北海道本部の考え方 
 道本部は「賃金・労働条件の決定方法が人事院勧告によって決められている現行制度において、今回の取り扱い

は法律改正前の段階で人事院勧告の存在意義を完全に無視する行為であり、こうした提案は憲法問題に発展する可

能性があり断じて認めることはできない措置」としています。 

 

●これからの取り組み 
 今後、道本部では、地方交付税の確保や、これ以上の自治体財政を圧迫するような施策の実施は断じて認めない

ために、北海道選出の国会議員に対する要請行動を検討しています。 

 羽幌町職員組合としても、今回の国家公務員の給与削減を理由に、安易に私たちの給与を下げるということがさ

れないよう道本部等の取り組みに結集していきますので、組合員の皆さんのご理解・ご協力をお願いします！ 


